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対策計画確定
ホワイトリスト確定
対策計画策定見込み（検討中）
ホワイトリスト確定見込み（検討中）
対策計画未定（検討中）

※「地デジ難視対策衛星放送リスト（ホワイトリスト）」は町丁目単位となるため
地区数の表現が異なります。
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対策計画確定
ホワイトリスト確定
対策計画策定見込み（検討中）
ホワイトリスト確定見込み（検討中）
対策計画未定（検討中）

１月公表値
（注１）

８月公表値
（注２）

１０月２５日
現在

難視地区数 525地区 1,095地区 1,250地区

難視世帯数 3,893世帯 8,493世帯 9,176世帯

自治体数 89自治体 123自治体 130自治体

①自治体別対策計画策定状況
（自治体数 １３０自治体）

１０月２５日現在の世帯規模別一覧

②地区数別対策計画策定状況
（難視地区数 １，２５０地区）

③世帯数別対策計画策定状況
（難視世帯数 ９，１７６世帯）

１～５世帯 944地区 1,990世帯

６～１０世帯 159地区 1,211世帯

１１～２０世帯 82地区 1,159世帯

２１～３０世帯 25地区 611世帯

３１～５０世帯 20地区 785世帯

５１～１００世帯 11地区 880世帯

１０１世帯以上 9地区 2,540世帯

合計 1,250地区 9,176世帯

Ⅰ新たな難視の現状
１ 新たな難視地区数・世帯数及び対策計画策定状況

※赤字は、前回平成２２年８月２４日の地デジ記者説明会で発表した数値

（注１） 平成22年1月29日総務省報道発表資料「地上デジタル放送｛難視聴地区対策計画（第2版）」の公表の数値から
（注２） 平成22年8月10日総務省報道発表資料「地上デジタル放送｛難視聴地区対策計画（第3版）」の公表の数値から

１２２

４０１

５，２８９

６２７
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対策計画確定

ホワイトリスト含む対策計画確定

恒久対策見込み

ホワイトリスト含む対策見込み

対策計画未定

２８

６

道内における新たな難視地区数及び難視世帯数（平成２２年１０月２５日現在）

道内における新たな難視地区の対策計画策定状況（平成２２年１０月２５日現在）

北海道総合通信局

1



検討中

４７４地区
１，９５６世帯

①中継局の設置
６地区 （９１１世帯）

〔３局所〕

②有線共聴施設
新設

４７地区 （３９６世帯）

③無線共聴施設
新設

２４地区 （１，４５２世帯）

④共聴加入 ４地区 （９世帯）

⑤ＣＡＴＶ加入 ２７９地区 （２，６２６世帯）

⑥高性能アンテナ
対策

６３地区 （１５１世帯）

⑦（仮）衛星対策 ３５３地区※ （１，６７５世帯）

（北海道）
９，１７６世帯

〔１，２５０地区〕
平成２２年１０月２５日現在

アナログ放送
停波までに対策
完了予定
５，５４５世帯
〔６０．４%〕

暫定的難視対策衛星
放送事業利用
１，６７５世帯
〔１８．３%〕

対策検討中
１，９５６世帯
〔２１．３%〕

Ⅰ新たな難視の現状
２ 新たな難視地区の対策計画の状況及びその支援策

〔対策手法別〕

合計 ７７６地区（７，２２０世帯）

道内における難視対策計画の状況「平成２２年１０月２５日の数値」

①中継局の設置
●デジタル中継局の整備に関する支援
（別紙１→１４ページ参照）

②有線共聴施設新設
●辺地共聴施設のデジタル化の支援
（別紙１→6ページ参照）
●新たな難視対策
（別紙１→９ページ参照）

③無線共聴施設新設
●辺地共聴施設のデジタル化の支援
（別紙１→6ページ参照）

④共聴加入
⑤ＣＡＴＶ加入・⑥高性能アンテナ対策
●辺地共聴施設のデジタル化の支援
（別紙１→6ページ参照）
●受信障害対策共聴施設のデジタル化の支援
（別紙１→７ページ参照）
●集合住宅共聴施設のデジタル化の支援
（別紙１→８ページ参照）
●新たな難視対策
（別紙１→９ページ参照）

⑦（仮）衛星対策
●暫定的な衛星利用による難視聴対策
（別紙１→１０ページ参照）

＜各対策手法別の支援策＞

（※）「地デジ難視対策衛星放送リスト
（ホワイトリスト）」は、町丁目単位
となるため地区数の表現が異なります。

北海道総合通信局

２

新たな難視
地区数

１，２５０地区
９，１７６世帯

対策計画
策定数

７７６地区
７，２２０世帯
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今金住中
(ＮＨＫ単独) 

2006 2007 2008 2009 2010

NHK 16局所 22局所 60局所 3局所

民放 13局所 17局所 60局所 3局所

NHK 2 31 44 120 6

民放 5 61 80 265 13

計 7 92 124 385 19

カバー率 NHK ４８．８％ ８５．１％ ９０．４％ ９７．８％ ９７．８３％

▲：ＮＨＫ先行（民放2010年）

年

2010.3末現在　開局所数とカバー率推移

中継局数

局所数
札幌

（手稲山）

  開局所数 開局予定 

総計 
年 ～2010.3 

2010.4
～9 

計 
2010.10～12 
中継局RM      
見込み 

局所数 
ＮＨＫ 102局所 9局所 

111 
局所 

46局所 
157  
局所 

民放 94局所 9局所 
103 
局所 

52局所 
155  
局所 

中継局
数 

ＮＨＫ 203 18 221 92 313 

民放 424 43 467 237 704 

計 627 61 688 329 1,017 

北海道総合通信局 

＜参考＞ 

３ 



● 平成２３年３月末までに補助金、ICT交付金（ケーブル編入）の活用、単独事業等により１４０施設が改修を終える予定。

● 平成２３年４月からアナログ放送終了までにケーブル編入、単独事業等により４施設が改修を終える予定。

● アナログ放送終了までに２２施設が直接受信へ移行予定。

平成２２年９月末現在

【 】：衛星セーフティネットへ移行する施設の再掲

総施設数 デジタル化対応済み

総施設数 改修済み
改修率
（％）

３４７ １８１ 【５】 ５２．２

デジタル化未対応施設の改修時期・改修方法 【１６６施設】

改修時期 → ２２年度
２３年度

（アナログ放送終了まで）

２２～２３年度
（アナログ放送終了まで）

改修方法 → 施設改修 ケーブル編入 施設改修 ケーブル編入 直接受信へ移行

対象施設数→ ７８ ６２ ３ １ ２２

１４０施設 ４施設

Ⅱ 共聴施設のデジタル化の現状
１ 辺地共聴施設（自主共聴）のデジタル化の現状

● ９月末現在、３４７施設中、１８１施設（改修率５２．２％）がデジタル化対応済みであるが、未だ１６６施設が未対応。

デジタル化未対応施設 １６６施設の改修予定

道内における辺地共聴施設（自主共聴）のデジタル化の現状

４

● デジタル化未対応施設の多くは、国、自治体の補助金等の支援（注）により計画どおり改修が進む見通し。
（注）「辺地共聴施設のデジタル化の支援」（別紙１ ６ページ参照）

● 直接受信への移行施設については、加入世帯のテレビ購入にあわせ順次移行中。アナログ放送終了までには、移行が完了
する予定。

北海道総合通信局



●平成２２年９月末現在、総施設数５，６４８施設（前回の施策説明会時に比べ５５施設の増加）。
●デジタル化の未対応施設が「計画有り」を含め１，８３４施設、全体の３２．５％が未だデジタル未対応。
●道北地域のデジタル化進捗状況が低いのは、エリア対策の開始時期が他の３地域より１ヶ月遅れのため。

北海道総合通信局

北海道管内の施設数 （９月末）
デジタル化の状況

対応済み 計画あり 未対応

全 道
（国・地方公共団体等）

5,648
（1,189）

3,814
（961）

67.5%
(80.8%)

1,586
（223）

28.1%
(18.8%)

248
（5）

4.4%
(0.4%)

デジサポ道央地域 3,888 2,715 69.8% 1,066 27.4% 107 2.8%

デジサポ道北地域 789 439 55.6% 280 35.5% 70 8.9%

デジサポ道東地域 610 387 63.4% 172 28.2% 51 8.4%

デジサポ道南地域 361 273 75.6% 68 18.8% 20 5.5%

管理者別の施設数の比較

1052
137

4459

国・地方公共団体

公益事業者等

民間施設

●スクラム２０１１北海道会議関係者等からの施設情報を基に、デジサポ、総合通信局で無届施設の実態を調査中。
●無届施設の実態が把握できた施設で、エリア対策（個別受信移行）可能施設の場合は加入者へ周知チラシを配布中。
●１０月末には、これまでの調査で実態の把握できた無届施設１，４３４を加え総施設数は，７，０８２施設になる見込み。
●引き続き、新たに実態の把握ができた施設は、都度、今後の対策に反映。

北海道管内の施設数 （１０月末見込み）
デジタル化の状況

対応済み ［計画あり］ ＋ ［未対応］

5,648 → 7,082（1,434増加） 3,814 → 4,410（596増加） 1,834 → 2,672（838増加）

Ⅱ 共聴施設のデジタル化の現状
２ ビル陰等による受信障害対策共聴施設のデジタル化対応状況

道内におけるビル陰等による受信障害対策共聴施設のデジタル化対応状況（平成22年9月末現在）

道内における未把握施設の実態把握

５
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北海道管内の施設数 （１０月末見込み数）
デジタル化の状況

対応済み ［計画あり］ ＋ ［未対応］

7,082  (100%) 4,410  (62.3%) 2,672  (37.7%)
道央デジサポ地域 5,153 3,182  (61.8%) 1,971  (38.2%)
道北デジサポ地域 870 494  (56.8%) 376  (43.2%)
道東デジサポ地域 627 422  (67.3%) 205  (32.7%)
道南デジサポ地域 432 312  (72.2%) 120  (27.8%)

国
地方公共団体
公益事業者

296施設

民間施設

●新たに実態が把握できた無届施設についてもデジサポによるエリア対策を実施中。
●加入者に個別受信が可能であることを周知することにより、自主的に個別受信移行を周知。
●１０月末で殆どの対象施設エリアに１回目の周知終了。引き続き複数回チラシを配布予定。

国・地方公共団体等の施設について
は、自らの対策計画に基づき施設改修
又は個別受信化が進められている。

施設管理者対応

※ エリア対策後、施設管理者に対して
加入者へ個別受信への移行の周知を要

請。

１回目チラシ配布

２回目 ・・・・複数回チラシ配布（予定）

Ⅱ 共聴施設のデジタル化の現状

３ ビル陰等による受信障害対策共聴施設のデジタル化対応 （今後の取組）

2,376施設

今後の対策（デジサポ活動）

エリア対策による周知残数（見込み）

国・地方公共団体等

６



デジサポ

Ⅱ 共聴施設のデジタル化の現状
４ 受信障害対策共聴施設のデジタル化対策の現状と課題

● 地上デジタル放送では、ほとんどの受信障害共聴施設で個別受信が可能
● 効率的にデジタル化を推進するため、エリア対策を中心に取り組み実施

デジタル化未対応施設のうち約８割程度を「エリア対策」で、約２割を「総合コンサルティン
グ」、 「自主対策支援」、「施設対策」で実施

受信害対策共聴施設のデジタル化対策の現状

１．エリア対策実施後の施設管理者意向の確認で、半数以上が施設管理者との連絡が取れない。

２．個別受信可能周知チラシに関する受信者の反応が少ない。

受信障害対策共聴施設のデジタル化対策の課題

１．エリア対策後の施設管理者意向確認
● 施設管理者への連絡が取れない施設は、訪問調査により施設管理者の意向を確認

２．個別受信周知の強化
● エリア対策地区へ、二度目のチラシ配布による再周知
● メディアの協力による周知

課題解決

７



北海道総合通信局

Ⅲ 視聴者の受信対策支援
１ アナログテレビ視聴者に対する周知

○ アナログ放送終了にあたっては、２０１１年７月に円滑に終了できるよう、視聴者に対するアナログ放送終了の段階的な周知の
取組を実施。

アナログ放送画面の「レターボックス」化を実施 アナログ放送画面の「レターボックス」を使用した「常時告知スーパー」を実施

○ 全道の放送事業者は、アナログ放送をご覧になっている視聴者に対し、早めに地デジの準備をして頂くため、アナログ放送終了計
画（第３版 H22.4月）において、来年１月から開始としていた「告知スーパー」の常時表示を１０月から前倒しで実施している。

＝ 民放各社１０月４日から実施。 ＮＨＫ（総合・教育）１０月２５日から実施。＝

ご覧のアナログ放送は2011年7月に終了しこのままでは見られなくなります

お問い合わせ先 総務省地デジコールセンター ０５７０－０７－０１０１

ご覧のアナログ放送は2011年7月に終了しこのままでは見られなくなります

レターボックス化により
アナログテレビに生じる
黒い部分

常時告知スーパーを表示

アナログ放送終了の周知

２０１０年７月から ２０１０年１０月から

８



● ９月６日から常時告知スーパー視聴者関東地域での相談状況推移（９／６（月）～１０／３（日））

17.4% 12.0% 9.7% 6.8%

49.4% 53.3% 55.2% 55.9%

11.4% 12.9% 12.6% 13.8%

21.8% 21.8% 22.5% 23.5%

0%

10%

20%

30%

40%

50%

60%

70%

80%

90%

100%

9/6～9/12 9/13～9/19 9/20～9/26 9/27～10/3

集合住宅

障害対策共聴

個別受信

スーパー苦情

● ９月６日から常時告知スーパーを開始した関東地域での告知スーパー視聴からの相談

36.1% 37.7% 36.8% 34.0%

63.9% 62.3% 63.2% 66.0%

0%

10%

20%

30%

40%

50%

60%

70%

80%

90%

100%

9/6～9/12 9/13～9/19 9/20～9/26 9/27～10/3

ｽﾊﾟｰ視聴以外

ｽﾊﾟｰ視聴からの相談
スーパー視聴以外

スーパー視聴から
の相談

北海道総合通信局

Ⅲ 視聴者の受信対策支援
２ 地デジコールセンターによる受信相談状況

９



北海道総合通信局

省エネ家電
への買換

エコポイント申請

エコポイント
交換商品

消

費

者

CO2削減

家電エコポイント事務局
・保証書
・領収書

・家電リサイクル券排出
者控

郵送/
ＰＣ

国基金

＜交換商品のメニュー＞

①全国で使える商品券・プリペイド

カード（提供事業者が環境寄付を行

うなど、環境配慮型※のもの）

※公共交通機関利用カードを含む。

②地域振興に資するもの（地域商品券、

地域産品）

③省エネ・環境配慮に優れた商品

④環境団体への寄附ＬＥＤ電球の
商品交換は
ポイント２倍

冷蔵庫エアコン

テレビ

原資提供

原
資
請
求

原
資
提
供

家電販売店

Ⅲ 視聴者の受信対策支援
３ エコポイント制度の延長

【目的】 ①ＣＯ2の削減、②経済活性化、③地上デジタル放送対応テレビの普及

【新たな経済対策による措置】
本年夏の大幅な家電需要の盛り上がりを踏まえ、家電エコポイント制度の円滑な実施を促すた
め、所要の制度の見直しを行うとともに、追加的な予算措置を行う。

【制度の見直し内容】
・平成22年12月1日から、ポイント付与数を半減
・平成23年1月1日から、対象を統一省エネラベル５☆製品の買い換えに限定

リサイクルによるポイント付与を廃止

対象を統一省エネラベル５☆の製品の買い換えに限定（従来は４☆以上）
１０



北海道総合通信局

● ２０１１年７月の「地デジ完全移行」まで残り９ヶ月を切り、未対応世帯の地デジ化対応を促すため、「地デジボランティ
ア」を募集し、地域の住民に対する声掛け、未対応世帯への簡単なアドバイスを行うことにより、地域をサポートする。

● 地域のボランティア活動を担うことが可能な団体・事業者。
● 無償で協力頂ける団体・事業者。

● 平成２２年１０月～平成２３年８月３１日（募集：随時）

● 日頃の自らの活動を通じて、声かけや資料を配布。
① イベントや会合での「地デジ対応」が済んでいるかどうかの“声掛け”。
② パンフレット等の資料を配付し、簡単なアドバイス。
③「地デジ対応」でお困りの方には、デジサポ等へ電話で相談するようお勧め。
④ 高齢者等には、本人の了解が得られれば、デジサポに取り次ぎ、 “戸別説明訪問”を依頼。

「戸別説明訪問」＝高齢等で各地域で実施している相談会に足を運べない方などは、各ご家庭にデジサポが直接訪問して
地デジについて説明を実施。

● デジサポでの“講習会”の実施。
・各デジサポで、①地デジの知識、②地デジボランティアの役割についての講習会を実施。
・講習会終了後、受講者に対し、「地デジボランティア登録証」(仮称)と活動で配布してもらうパンフレット等の資料を配布。

● 活動を行う団体は、デジサポホームページでの紹介、活動が顕著な団体等に対してはデジサポから感謝状を授与。

● デジサポ道央 ０１１－３５１－１１５５
● デジサポ道北 ０１６６－３０－０１０１
● デジサポ道東 ０１５４－９９－０１０１
● デジサポ道南 ０１３８－３８－０１０１

募集・問い合わせ先

Ⅲ 視聴者の受信対策支援
４ 地デジボランティア活動

目 的

参画対象

実施期間

活動内容

活動の支援

１１
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Ⅲ 視聴者の受信対策支援
５ 地デジチューナー支援対象範囲拡大の検討（平成２３年度予算要求）

アナログ
テレビ

チューナー送付

支援実施センター

市町村民税非課税世帯（(注)の対象世帯を除く。）の場合

対象範囲
拡大の検討

(注)対象世帯は以下のとおり。
・生活保護などの公的扶助受給世帯
・住民税非課税の障がい者世帯
・社会福祉事業施設入所者

アナログ
テレビ

ＵＨＦアンテナ
＋設置工事

チューナー
＋操作説明

NHK受信料全額免除世帯の場合

支援実施センター

訪問・設置工事
電話サポート １２

１ 支援対象 「ＮＨＫ受信料全額免除」の対象世帯(注)
のうち、地デジ未対応の世帯

（最大140万世帯程度と想定）
２ 支援内容 ・簡易チューナーの無償給付・訪問設置

・アンテナ工事等（必要な場合のみ）

現行の支援

○ 現行の支援は継続要求（平成23年度事業費44億円、10万世帯分）

※ 現行の支援対象者は最も支援を必要とする層であり、
当初計画通り、平成23年度までに支援を完了。

現行の継続（平成２１～２３年度）

１ 所得による地デジ普及率の格差
世帯年収200万未満世帯:67.5%(22年3月末)

２ 自治体等から支援拡充を求める要望が強い

課 題

○ 現行の支援対象とならない世帯で、経済的理由から
地デジ対応が遅れていると考えられる世帯に支援を拡大
（拡充要求【特別枠要望】事業費101.2億円(国庫債務負担行

為に係る支出を含む)）

１ 支援対象 市町村民税非課税世帯のうち地デジ未対応の
世帯（最大156万世帯程度と推計）

２ 支援内容 チューナーの無償給付(送付)と電話サポート
（注）「低所得世帯への地デジチューナー等の支援」（別紙1 11ページ）

新規拡大（平成23年度）「元気な日本復活特別枠」での要望



①申込数 ②工事完了 ③送付完了 ④不支援
完了率

（②＋③＋④/①)

約５３，０００ 件 約２２，０００ 件 約４，０００ 件 約５，０００ 件 ５８．５％

北海道総合通信局

● 支援希望者で工事訪問の連絡が付かない世帯に対する連絡案内のＤＭ送付及び戸別訪問の実施。
● 自治体広報誌、放送事業者の協力による周知を依頼を実施。

アナログ
テレビ

ＵＨＦアンテナ
＋設置工事

チューナー
＋操作説明

NHK受信料全額免除世帯の場合

支援実施センター

訪問・設置工事

受信機器購入等支援の内容

Ⅲ 視聴者の受信対策支援
６ 地デジチューナーの支援状況

今後の対応

受信機器購入等支援の内容

・「ＮＨＫ受信料全額免除世帯」を対象
①生活保護などの公的扶助受給世帯
②住民税非課税の障がい者世帯
③社会福祉事業施設入所者

・「簡易なチューナー」の無償給付（１世帯に１台）
必要な場合にはアンテナの無償改修等（工事費含む）

平成２１年度
未完了数

２２，０００ 件

③工事完了 ④送付完了 ⑤不支援
完了率

（③＋④＋⑤）/（①＋②)

約４，５００ 件 約２，０００ 件 約２，２００ 件 ２０．７％

①平成２１年度
繰越分

②平成２２年度
受付・登録数

約２２，０００ 件 約２０，０００ 件

平成２２年度へ
繰越対応

平成２２年６月３０日 現在

平成２２年９月３０日 現在

１３

道内における平成２１年度支援実施状況

道内における平成２２年度支援実施状況



地上デジタル放送に関するお問い合わせ先

総務省 地デジコールセンター
ナビダイヤル 0570-07-0101

電話 03-4334-1111ＩＰ電話等、上記でつながらない場合

【上記いずれも受付時間は】 平日 午前9時～午後9時 (土・日・祝日は午後6時まで)

＜デジサポ道央＞ 電話 ０１１－３５１－１１５５

＜デジサポ道北＞ 電話 ０１６６－３０－０１０１

＜デジサポ道東＞ 電話 ０１５４－９９－０１０１

＜デジサポ道南＞ 電話 ０１３８－３８－０１０１

１２ ７
デジタル放送完全移行

2011  7  24年 月 日まであと 日
現在のアナログ放送は終了いたします。
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本資料についてのお問い合わせ先

北海道総合通信局 ☎ ０１１－７０９－２３１１

Ⅰ 新たな難視の現状 ☆☆☆ 情報通信部放送課 大石 （内線４６６２）

Ⅱ 共聴施設のデジタル化の現状

☆☆☆ 情報通信部有線放送課 日向寺 （内線４６７２）

Ⅲ 視聴者の受信対策支援
☆☆☆ デジタル放送受信者支援室 田向 （内線４６７０）

本説明会について ☆☆☆ 総務部総務課企画広報室 太田 （内線４６８２）
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